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士業隣接ビジネスで成長を続ける、
株式会社エフアンドエムの方法論
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■シアトルの衝撃。
　米国会計事務所の似て非なるビジネス

　2004 年に参加したシアトルの会計事務所
の視察ツアーで、私は大きな衝撃を受けまし
た。視察先の一つだった会計事務所のモス・
アダムス（MOSS ADAMS）は当時、1000 名
以上の従業員を有していましたが、それでも

全米では１０番目の規模だということでし
た。
　モス・アダムスの話でもっとも驚かされた
のが、提供しているサービスの中身でした。
会計事務所にもかかわらず、メインサービス
は法務分野のものだったのです。モス・アダ
ムスは、ハリウッドのあるロサンゼルスを中
心にアメリカ西海岸に展開している会計事務

取材／株式会社エフアンドエム　代表取締役社長・森中一郎氏

2020年２月２９日に開催された「ブルーオーシャン戦略研究会」のゲスト講師として講義を行っ
たのは、株式会社エフアンドエム代表取締役社長の森中一郎氏。同社は、生命保険外交員向けの
会計サービス（現会員数は７万人超）や中小企業の管理部門向けのコンサルティング（現会員
数は６千３００社超）などを提供している。士業に隣接したフィールドで事業を拡大し、2000
年にナスダック・ジャパン（現東証ジャスダック）に上場、現在はクラウド型労務・人事管理シ
ステム『オフィスステーション』が注目を集めている。同社の成長力の裏側には「労働対価型ビ
ジネスからの脱却」というキーワードがある。（文・武田司）

公演中の森中一郎氏。講演テーマは『エフアンドエムのビジネスモデル』
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労働対価型ビジネスからの 脱却！
士業隣接ビジネスで成長を続ける、
株式会社エフアンドエムの方法論

所ですが、映画俳優などに対してロイヤリ
ティの請求漏れを防止する法務サービスを提
供していました。これは本来、税理士の仕事
ではなく、弁護士の仕事です。米国の会計事
務所ビジネスでは、税務と法務が一体になっ
たサービスを提供していました。クライアン
トからしてみれば、その方が利便性が高いと
思います。そうしたサービスを強みに、モス・
アダムスは 1000 名を超える規模に拡大して
いました。
　さらに驚かされたのは、その収益構造です。
モス・アダムスでは、収益の５０％以上を非

労働対価型のサービスが占めていました。労
働対価型ビジネスである会計や税務、記帳業
務も主力業務として行っていますが、そのほ
かのタックスサービス、コンピューターソフ
トの導入支援、コンサルティングなどによる
収益が５０％以上を占めていました。
　ほかの中堅の会計事務所がメインサービス
として提供していたのは、銀行代理業務です。
一つの会計事務所がおよそ１０～２０行の銀
行の代理店になっており、当時、融資に対し
て金利が６％や７％ある中で、融資の平均残
高に対して１％が代理店報酬となるビジネス
モデルです。仮に自分の顧問先への融資総額
が５００億円なら、毎年５億円もの代理店手
数料が会計事務所に入るような、スーパース
トック型ビジネスです。
　これらを聞いて、私は大きなショックを受

けました。その頃、日本でも銀行代理業務が
解禁されると聞いていましたので、これは日
本でもビッグビジネスになると思いました。
それで、会計事務所のボランタリーチェーン
である「TaxHouse」事業を始めたのです（現
加盟店は３６４事務所）。しかし日本では結
局、融資業務の代理は認められず、住宅ロー
ンの代理業務までに留まっています。
　現在のアメリカの会計業界は、さらにサー
ビス内容が変化しています。ＩＴ系のコン
サルティングや節税コンサルティングなど、
キャッシュ創出系のコンサルティングサービ
スが優勢になっています。
　近年に再視察に行ったとき、モス・ア
ダ ム ス は、 従 業 員 員 数 が 3200 人 に 増 え
ていました。ところが、全米での順位は
１５番目に落ちていました。アメリカでは、
さらに二極分化が進んでいました。

■本来、士業が行うべきビジネスが…

　現在のモス・アダムスの主力サービスは、
アドバイザリーサービス（節税戦略、業務効
率化、リスク分析）、ＩＴサービス（業務シ
ステムから従業員端末までのサポート）、ファ
イナンス（銀行代理業務、投資銀行業務）で
す。労働対価型ビジネスをベースにしながら、

「非」労働対価型ビジネスで稼ぐというのが、
米国会計事務所の戦略のトレンドになってい
ます。
　報酬形態は時間チャージが主流で、会計事
務所の従業員でも、時間チャージは５００ド
ル、年収は優に１千万円を超えていきます。
　今回の視察で私が感じたのは、米国の会計
事務所が日本における外資系コンサルティン
グ会社と同じようなステータスにあるという
ことです。両者は、入社するまでのハードル
が非常に高く、従業員は高い誇りを持って働
いており、高付加価値のビジネスを提供して
いるという点で同じ空気を感じました。
　米国の会計事務所が行っているこうした
サービスを、日本では誰が行っているので
しょうか？　例えば節税系のアドバイザリー
サービスは、米国ではどの会計事務所でも
行っています。日本においても一部の先生方
は同様のサービスを提供されていますが、こ
のサービスでもっとも実績を上げているの
は、株式会社ＦＰＧさん（東証一部上場）で
す。同社では、航空機やコンテナ、船舶など
のリースと、節税金融商品の紹介サービスを
提供しています。直近の売上高は２６５億円
で、営業利益は１４４億円。それでいて従業

「ブルーオーシャン戦略研究会」の会場の様子

―「ブルーオーシャン戦略研究会」ゲスト講演より―
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員は２６２人しかいません。従業員一人あた
りの売上は１億円を超え、営業利益は 5500
万円弱となっています。
　米国会計事務所が提供しているＩＴサービ
スを日本で担っている一番手は、株式会社
大塚商会（東証一部上場）さんです。マイ
ナンバー、電子申請、情報セキュリティな
どのビジネスチャンスが続出している状況
において、同社は売上 8865 億円、営業利益
６２１億円となっています。営業に関わって
いる従業員数は 2910 名。営業職一人あたり
の売上は３億４６３万円、営業利益は 2134
万円に上っています。アメリカではこうした
収益性の高い業務を、有資格者が取り組んで
います。
　このように本来、士業の先生方がするべき
ビジネスが、日本では民間の企業によって行
われています。そしてその民間企業は、そろっ
て好業績を納めています。
　私がお伝えしたいことは、私たちのような
資格を持っていない者から見ると、士業の先
生方のポジションは、本来もっとよいところ
にあるのではないかということです。

■「脱」労働対価型ビジネスへのシフト

　エフアンドエムにおける「脱」労働対価型
ビジネスへの取り組みをご紹介させていただ
きます。これまであまり外部の方には話をし
ていないものですが、いかに私たちが「脱」

労働対価型ビジネスと向き合い、戦ってきた
かということをお伝えします。
　とはいえ、エフアンドエムの事業ドメイン
は、コンサルティングや記帳代行をはじめと
して、労働対価型のビジネスが多くなってい
ます。その中で弊社では、できるかぎり正社
員に労働対価型ビジネスをさせないという仕
組みづくりに取り組んできました。
　例えば記帳代行などの会計サービス事業部
では、正社員は顧客満足を高めるためのフォ
ロー業務に注力しています。正社員一人あた
りの担当顧客数は、およそ 1000 件です。担
当顧客をフォローしながら顧客の新規拡大も
行います。一人あたりの年間平均顧客獲得件
数は２２０件です。これらを合わせた正社員
一人あたりの年間売上高は平均 5100 万円に
なっています。
　それ以外の単純作業はすべて、外部スタッ
フおよびパート、アルバイトスタッフなどの
正社員以外のスタッフが行っています。これ
らは業務の細分化を行い、積極的なＩＴ投資
をしながら、効率化を進めてきました。こう
した投資は、事業を始めた当初から積極的に
行ってきています。
　現在は、年間４千万枚もの証憑書類の処理
を行っています。証憑をスキャンして、Ａ
Ｉ - ＯＣＲを使って自動的にデータ化してい
ます。すべての証憑書類の処理を、現在は
最長でも５日間でできるようになっていま
す。また、支払調書は生命保険会社特有の源

クラウド型労務・人事管理システム『オフィスステーション』（www.officestation.jp）のホームページより
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泉徴収票ですが、それはかなり高い正答率
（９８. ２６％）で読み込めるようになってい
ます。今年の秋からは、年末調整にもこうし
たＡＩ機能を活用して、業務効率化を行って
いきます。
　ＡＩ活用はまだ道半ばですが、「脱」労働
対価型ビジネスの推進により、現在の原価率
は３０％程度で推移しています。記帳代行な
どの会計サービス事業は、非常に低価格で
サービスを提供していますが、それでもこう
した取り組みによって、付加価値の高いビジ
ネスになっています。

■コンサル業務を 30 分野に細分化。
　課題解決は、正社員以外が分業する

　コンサルティング事業部での正社員の業務
は、お客様の経営課題の発見と、社長との人
間関係づくりです。そこに専念させています。
正社員一人あたりのパフォーマンスは高く、
担当顧客数は約１６０社。新規に獲得するお
客様の年間目標件数は、担当顧客数の４％で、
年間６件程度です。これはお客様からの紹介
がメインです。およそ１６０社のお客様を担
当することによって、コンサルタント一人で
年間 5200 万円の売上を上げる仕組みになっ
ています。そのほかに新規獲得を専門とする
チームがあり、年間約７５社の新規顧客を獲
得しています。
　なぜ、それだけ多くのお客様を担当しなが
ら、お客様に満足いただき、紹介をいただけ
るのかと言えば、それは当社ではコンサル
ティングサービスの業務を３０の分野に細分
化して行っているからです。正社員はお客様
の経営課題を顕在化させることだけに注力
し、抽出した経営課題の解決は分業して解決
していく体制になっているのです。
　私たちは３０分野のそれぞれで、プロ

フェッショナルスタッフを育成しています。
この人材は、外部スタッフおよびパート、ア
ルバイトスタッフです。こうした取り組みに
よって、この事業部の原価率は約２０％に
なっています。
　また、こうした分業制は、私たちのような
コンサル会社が抱えるジレンマを解決するた
めの方法でもあります。士業事務所と同じく
コンサル会社でも、教えれば教えるほど、人
材がノウハウを持つようになり、優秀な社員
ほど独立してしまいます。そうしたジレンマ
に陥らないためにも、分業化を進めてきまし
た。
　現在、エフアンドエムが継続的に取り組ん
でいるのは、従業員の平均賃金を上げること
です。前期の平均賃金は８２３万円まで上が
りましたが、これをさらに上げていきたいと
考えています。米国の会計事務所の年収が平
均１千万円を超えているなら、弊社もそれを
超える会社を目指そうと、みんなに話してい
ます。
　新規事業としては現在、クラウド型労務・
人事管理の新システムである『オフィスス
テーション』に力を入れています。この事業
のスタートも、アメリカ視察での経験が元に
なっています。
　米国の中小企業と日本の中小企業の決定的
な違いは、ＩＴリテラシーの違いです。米国
ではそれほどビジネスや勉強が得意ではない
人たちでも、ＩＴリテラシーが高い。ところ
が日本では、中小企業のトップをはじめ、ビ
ジネスを引っ張るべき人たちのＩＴリテラ
シーが高くありません。国もその点を問題視
しており、早急に行政手続き全般を電子化し
ていこうと動き出しています。
　当社がターゲットとしている資本金１億円
超の企業に対しては、社会保険手続きの電子
申請が義務化されます。また、弊社が積極的
に取り組んでいるものづくり補助金なども、
電子申請になっていきます。
　こうした行政手続きが電子化されること
で、国内の中小企業のＩＴリテラシーも一気
に高くなっていくと思います。そうであれば、
それをサポートする商品を作り、リーズナブ
ルな価格で提供していくことで、中小企業の
経営を効率化することができます。そうした
狙いで、『オフィスステーション』は開発さ
れています。
　私たちは、ここまで弊社を成長させていた
だいた中小企業の皆様に、『オフィスステー
ション』のサービスで、恩返しをしていきた
いと考えています。■

「ブルーオーシャン戦略研究会」は、司法書士・行政書士を中心に
事業を展開するオーシャン・グループ（神奈川県横浜市、黒田泰＝
写真）が主催する研究会。年に一度開催される同会には、全国から
指折りの士業事務所が集まる
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